
＜口座振替受付サービス取扱いに関する規約（インターネット方式）＞ 

 

加盟店は株式会社日本決済情報センター（以下「当社」といいます）が提供する「口座振替受付サービス

（インターネット方式）」を以下に定める各条項に従い利用することに同意するものとします。 

 

第 1 条（目的） 

加盟店は、当社が別途定める口座振替受付サービス（インターネット方式）取扱細則（以下「取扱細則」と

いいます）および仕様書（以下「仕様書」といいます）に従い、加盟店のサービスを利用する顧客（以下

「加盟店顧客」といいます）がインターネットを通じ、当社が提携する集金代行会社（以下「集金代行会

社」といいます）と提携関係にある金融機関（以下「提携金融機関」といいます）への口座振替契約申込を

行うことのできるサービス（以下「本サービス」といいます）の利用を当社に申込み、当社は加盟店本規約

を遵守することを前提として本サービスを加盟店に利用させるものとします。なお、集金代行会社は、提

携金融機関への口座振替契約申込データの送信業務および口座振替契約申込結果の受信業務を株式会社エ

ヌ・ティ・ティデータ（以下「ＮＴＴデータ」といいます）に委託するものとします。 

 

第２条（遵守事項） 

1. 加盟店は、本サービスの取扱にあたっては、本契約、取扱細則、仕様書、その他当社が指定した事項を

遵守するものとします。 

2. 提携金融機関が、日本マルチペイメントネットワーク運営機構（以下「運営機構」といいます）が定め

る日本マルチペイメントネットワーク運営機構収納機関規約（収納企業編）（以下「ＭＰＮ規約」とい

います）第６条に基づき本サービスを提供している場合には、加盟店は当社の委託者として規約第６

条および運営機構の定める本サービス運用ガイドラインを正しく理解し、その義務を履行するものと

します。 

3. 加盟店は、本サービスの利用に際し、加盟店顧客の保護の観点から以下の対応および措置を講じるも

のとします。 

（１） 加盟店顧客との契約上のトラブル、システム障害によるトラブル等、予想されるトラブルにつき、

一方的に加盟店顧客が不利にならないよう取り計らうこと。 

（２） 加盟店顧客から当社に口座振替契約申込結果について苦情・照会等の申出があり、当社から加盟店

の担当部署に報告した場合には、加盟店は責任を持って対処すること。当社が提携金融機関および

ＮＴＴデータから加盟店顧客の苦情・照会等の申出の報告を受け、その旨を加盟店に報告したとき

も同様とし、加盟店は責任をもって対処すること。 

（３） その他、加盟店顧客との商取引が円満に終了するよう最大限努力し、加盟店顧客に対して十分な誠

意を持って対応すること。 

4. 加盟店は、加盟店顧客の口座振替契約申込に関する一切の折衝を行うものとします。 

5. 当社は、加盟店または加盟店顧客から本サービスの利用に関し、提携金融機関への苦情・照会等の申

出があったときは、提携金融機関の担当部署に報告するものとし、解決にあたって加盟店と当社は互

いに協力するものとします。 

6. 加盟店は、本契約に係わる取引以外の目的で、本サービスのシステムにアクセスしないものとします。 



第３条（口座振替受付事務の範囲） 

1. 加盟店は、加盟店顧客から提携金融機関への口座振替契約申込に際して、本サービスを利用できるも

のとします。 

2. 本サービス利用については、以下の手順に従うものとします。 

（１） 加盟店および当社は、それぞれが提供するウェブサイトを相互に連係させるものとします。 

（２） 加盟店は、加盟店のウェブサイトで加盟店顧客から口座振替契約申込を受け付け、仕様書に定めら

れた口座振替契約依頼情報を当社に送信するものとします。 

（３） 当社は、提携金融機関の選択および提携金融機関所定の必要事項入力画面を加盟店顧客に表示し、

口座振替契約依頼情報と加盟店顧客が入力した情報より口座振替契約申込データを作成し、提携金

融機関に送信するものとします。 

（４） 口座振替契約申込データを受付けた提携金融機関は、加盟店顧客のパソコン等の画面に本サービス

専用の受付画面を表示するものとします。 

（５） 加盟店顧客は、当該受付画面で提携金融機関所定の手続きを行い、この終了をもって加盟店顧客と

提携金融機関との間の口座振替契約が成立するものとします。 

（６） 第５号の手続き終了後に、加盟店顧客が受付画面で提携金融機関所定の操作を行った場合には、提

携金融機関は口座振替契約申込結果を当社に送信するものとします。 

（７） 第６号にかかわらず、提携金融機関は以下に該当した場合には口座振替契約申込結果を当社に送信

しないものとします。 

① 加盟店顧客が第６号の操作を行わなかった場合 

② 通信機器・回線・コンピュータ等の障害または回線の不通が生じた場合 

（８） 当社は、提携金融機関から受領した口座振替契約申込結果を加盟店に通知するものとし、加盟店は、

当社が提供するウェブサイトにアクセスしてこの通知を取得するものとします。 

3. 本サービスを実行するために必要となるシステム等の構築等は、全て加盟店の責任と負担において行

うものとします。各種の通信費用も同様とします。 

 

第４条（安全化措置） 

1. 加盟店および当社は、加盟店顧客の個人情報を含む一切の情報を第三者に漏洩しないために、それぞ

れの責任と負担において安全化措置をあらかじめ講じるものとします。 

2. 情報の漏洩等により加盟店および加盟店顧客に損害が生じた場合、当社の責に帰すべき場合を除き、

当社は一切の責任を負わないものとします。 

 

第５条（広告物の作成） 

1. 加盟店は、インターネット上の広告、その他の広告（以下「広告」と総称します）の実施にあたって

は、全て加盟店の責任において行うものとします。なお、加盟店は、当社より広告の修正または中止

等の要請を受けたときは、速やかに対処するものとします。 

2. 加盟店は、広告の制作にあたり特定商取引に関する法律、割賦販売法、不当景品類および不当表示防

止法、著作権法、商標法、その他の法令の定めおよび各種ガイドライン等を遵守するものとします。 

 

第６条（標識等の表示または掲載） 



加盟店は、当社が定める所定の標識等（商標法第２条第１項に定める標章、その他の自他を識別するため

に使用する図形、文字等をいいます。以下同じ）を、本サービス利用の目的以外に使用してはならないも

のとします。なお、ＮＴＴデータおよび提携金融機関の標識等については、本サービス利用の目的であっ

ても使用してはならないものとします。 

 

第７条（取扱禁止商品および禁止行為） 

加盟店は、以下のいずれかに該当する商品の販売または提供、および行為を行ってはならないものとしま

す。 

（１） 取扱禁止商品 

① 法令に反するものまたは公序良俗に反するもの 

② 犯罪行為を誘発するおそれのあるもの 

③ 生命または身体に危険を生じさせるおそれのあるもの 

④ わいせつ性、暴力性または残虐性のあるもの 

⑤ 有害プログラムを含んだもの 

⑥ 機能または品質に瑕疵のあるもの 

⑦ 他人の知的財産権、名誉またはプライバシーを侵害するもの 

⑧ その他、法的に保護される他人の権利を侵害するもの 

⑨ その他、当社が不適当と認めたもの 

（２） 禁止行為 

① 事業上必要な認可の取得または遵守すべき法令、通達等の履行を怠る行為 

② 本項第１号のいずれかに該当する行為の行われるサイトにリンクを張る行為 

③ 加盟店顧客に対する債務不履行 

④ 当社の承認を得ていない商品を取扱う行為 

⑤ コンプライアンスに反する行為 

⑥ その他、当社が不適当と認めた行為 

 

第８条（費用の分担） 

本サービスに関する当社とＮＴＴデータとの間および当社と提携金融機関との間における費用は当社の負

担とし、その他、費用は加盟店の負担とします。 

 

第９条（手数料等） 

1. 加盟店は当社に対して当社所定の申込書（以下「加盟店申込書」といいます）記載による初期費用、事

務取扱手数料（月額基本料、振替手数料、振込み手数料）および、その他、諸費用等、ならびにこれら

に課せられる消費税相当額（以下「手数料等」といいます）を支払うものとします。 

2. 加盟店は前項の手数料等を当社からの請求に基づき振込により支払うものとします。なお、預金口座

振替による代金回収事務代行サービスにより、回収代金から差引く方法により支払うことに合意して

いる場合には預金口座振替による代金回収事務代行サービスにおいて合意した方法により支払うもの

とします。ただし、回収代金が前項の手数料等の額に満たないときは、加盟店は当社から請求があり

次第、当該不足額を直ちに支払うものとします。また当社は次回以降に加盟店に支払うべき回収代金



から、当該不足額を差引くことが出来るものとします。 

3. 当社の負担する提携金融機関の手数料等の引き上げおよび諸経費の値上がり等、その他、相当な事由

があるときは、加盟店当社協議のうえ、第１項の手数料等を改定することができるものとします。ま

た法令の制定または改正により、消費税の変更があり、あるいはその他の税金が課せられた場合には

手数料等の額は当然に変更されるものとします。 

 

第 10 条（免責） 

1. 当社は、提携金融機関および運営機構の責めに帰すべき事由（これらの法的破綻および事実上の破綻

を含みますが、これらに限らない）により、加盟店に生じた損害について、一切の責任を負わないも

のとします。 

2. 当社は、提携金融機関との契約の維持およびサービスの提供の維持に努めるものとするが、その変更・

停止については責任を負わないものとします。 

3. 加盟店顧客の通信機器の不良等により加盟店、その他の第三者に損害が生じた場合には、加盟店とそ

の他の第三者の間で解決するものとし、当社は一切の責任を負わないものとします。 

4. 加盟店の責に帰すべき事由により、加盟店顧客、その他の第三者に損害が生じた場合には、加盟店が

その責任と負担において処理するものとし、当社は一切の責任を負わないものとします。 

5. 当社は、次の場合には、本サービスを停止・中止することがあります。かかる停止・中止により加盟店

および加盟店顧客または加盟店顧客が損害を被ったときも、当社は一切責任を負わないものとします。 

（１） 運営機構のシステム、提携金融機関のシステム、ＮＴＴデータのシステムまたは当社のシステムの

保守を定期的にまたは緊急に行う必要がある場合。 

（２） 天災、火災、騒乱、停電、機器・回線等の混雑・故障、その他の事由により、本サービスの運営維

持が困難になった場合。 

（３） 本サービスに関して紛争が発生し、本サービスの運営維持が 困難となった場合。 

（４） その他、当社が必要と判断した場合。 

6. 加盟店顧客名義の預金口座への口座振替契約申込は加盟店顧客本人に行わしめるものとし、加盟店は

加盟店顧客の申し込みに先立ち、この旨を加盟店顧客に確認するものとします。提携金融機関が所定

の手続きを行い、口座振替契約が成立したときは、加盟店顧客本人からの申込にもとづく契約とみな

すものとします。暗証番号にかかる不正使用、その他の事由により当該加盟店顧客ないし、預金名義

人等との間で紛議が生じた場合、全て、加盟店の責任と負担において解決するものとし、当社は一切

の責任を負わず、万一、当社に損害が生じた場合は加盟店が補填するものとします。 

7. 当社は、加盟店と加盟店顧客との間の紛争については、一切の責めを負わないものとします。加盟店

はかかる紛争について、全て自身の責任と負担において解決するものとし、当社がこれにより損害を

被ったときは、直ちに当該損害を賠償するものとします。 

 

第 11 条（損害賠償） 

1. 加盟店は、本契約に違反し、または本サービスを利用した取引で加盟店の責に帰すべき事由により、

当社、ＮＴＴデータ、提携金融機関に損害を与えた場合には、当該損害を賠償するものとします。 

2. 加盟店が当社に対する金員の支払を遅滞したときは、支払うべき金員に対して年 14.6％（年 365 日日

割り計算）の遅延損害金を付加して支払うものとします。 



第 12条（営業秘密等の守秘義務等） 

1. 加盟店は、本契約の履行上知り得た当社、運営機構、提携金融機関、ＮＴＴデータの技術上、または営

業上のその他の秘密（以下「営業秘密等」といいます）を本契約に定める目的以外に利用しないもの

とします。 

2. 加盟店は、営業秘密等を第三者に漏洩してはならないものとし、営業秘密等が滅失、毀損または漏洩

等することがないよう必要な措置を講ずるものとします。 

3. 加盟店は、営業秘密等をその責任において万全に保管するものとし、本契約が終了した場合には、当

社の指示により返却または廃棄するものとします。 

4. 本条の定めは本契約終了後も有効とします。 

 

第 13 条（顧客情報の守秘義務等） 

加盟店および当社は、本契約における業務の履行に関し知り得た加盟店顧客に関する一切の情報について

は、本契約の有効期間中のみならず終了後においても、他に漏らさぬよう万全の措置をとるものとします。

ただし、法令に基づき開示する場合、弁護士、税理士若しくは公認会計士（親会社または関係会社が依頼

した者を含みます）に開示する場合、裁判所、監督官庁、その他の公的機関からの要求に基づき開示する

場合は、この限りではないものとします。 

 

第 14 条（調査等の協力） 

当社は、本契約に定める事項について、加盟店に対して調査の協力を求めることができるものとし、加盟

店および加盟店顧客はその求めに速やかに応じるものとします。 

 

第 15 条（当社の第三者委託） 

当社は、本契約に基づいて行う業務の全部または一部を自己の責任において第三者に委託できるものとし

ます。 

 

第 16 条（有効期限） 

1. 本契約の有効期間は本契約締結の日より１年間とします。ただし、契約期間満了３ヶ月前までに加盟

店当社のいずれも相手方に対し異議を申し出ないときは、更に同一条件をもって１年間延長されるも

のとし、その後も同様とします。適法に異議申出があった場合は、期間満了により本契約は終了する

ものとします。 

2. 第 17条および前項の定めにかかわらず、預金口座振替による代金回収事務代行サービスに伴う契約が

終了した場合（終了の事由の如何を問いません）には、本契約も当然に終了するものとします。 

3. 本条第１項にかかわらず、収金代行会社と特定の提携金融機関との本サービスに関する契約が終了し

たときは当該提携金融機関についての本契約は終了するものとします。 

4. 本条第１項にかかわらず、当社と収金代行会社または集金代行会社とＮＴＴデータとの本サービスに

関する委託契約が終了したとき、または集金代行会社と全ての提携金融機関との本サービスに関する

契約が終了したときは、本契約は当然に終了するものとします。 

 

第 17 条（契約解除） 



加盟店または当社は、書面により３ヶ月前までに契約終了の日（以下「解約日」といいます）を定めて相手

方に通知することにより、いつでも契約を解除することができるものとします。この場合、本契約は解約

日をもって終了するものとします。本契約解除申出書面に解約日が定められていない場合には、本書面到

達の日から３ヶ月を経過した日を解約日とします。 

 

第 18 条（契約解除または有効期間終了後の義務） 

第 16 条乃至第 17 条により本契約が終了したときは、加盟店は加盟店顧客へ本サービスを利用させないよ

うにするものとします。また、加盟店の本契約に基づく当社に対する未履行の債務がある場合には、加盟

店は直ちに債務を履行するものとします。 

 

第 19 条（変更） 

加盟店は、本契約、規約、取扱細則、運用ガイドラインおよび仕様書が変更になることを予め承諾し、変更

後の規約等についても遵守する旨約するものとします。変更となった場合、当社は加盟店に対して速やか

に通知するものとします。 

 

第 20 条（協議事項） 

1. 通信・搬送手段の障害およびその他の事故により、本契約所定の方法による事務遂行が困難な場合に

は、加盟店および当社において協議してしかるべき処理方法を定めるものとします。 

2. 天災、疫病の蔓延、その他、当社の責めに帰すことのできない不可抗力の事由により、本契約の履行

ができない場合は、加盟店および当社において協議のうえ処理するものとします。 

 

第 21 条（管轄） 

加盟店と当社との間で紛議が生じた場合は、加盟店当社両者の信頼関係に基づき誠意をもってこの解決に

向けて協議するものとします。やむを得ず訴訟を必要とする場合は、当社の本社所在地を管轄する地方裁

判所を専属的合意管轄裁判所とします。 

 

以上 

 

2017 年 2月 9日制定 

2021 年 4月 1日改定 


